
総合計画を推進するための行財政改革の実施
（単位：千円）

分類 事　業　名 各 部 局 の 要 求 査　　　定　　　後 査 定 の 考 え 方 部 局 名

事業費 概　　　　　要 事業費 概　　　　　要

 行政評価推進事業 12,055 ○効率的で県民の視点に立った成果重視の行政 10,640 ○要求概要のとおり ○事業費精査 政策企画局
　の実現と説明責任を果たすため、評価システ [政策企画監室]

　ムを拡充
【事業内容】
　・施策評価の実施
　・的確な評価を行うための職員研修の実施
　・評価結果の公表

 政策に関する情報提 174,993 ○県民の行政参画の推進、県民への情報提供機 174,993 ○要求概要のとおり ○要求どおり 政策企画局
 供事業 　能を強化するため、県政の情報をわかりやす [広聴広報課]

　くタイムリーに発信
【事業内容】
　・テレビ、新聞、広報誌、インターネット等
　　による広報実施
　・県が行うパブリックコメントに関する広報
　　の充実

 新人事評価制度構築 15,467 ○効率的で質の高い行政組織に転換し、県民に 8,114 ○要求概要のとおり ○事業費精査 総 務 部
 費 　対する人事制度への理解と納得を果たすため ［人事課］

　新人事評価制度を構築
【事業内容】
　・目標設定・考課者基礎訓練

 自治研修所研修事業 98,109 ○地方分権時代に入り、自己決定・自己責任の 96,629 ○要求概要のとおり ○事業費精査 総 務 部
　下で、自治体が住民ニーズや地域の実情に応 ［人事課］

　じた行政を展開するため創造的で主体的な政
　策作りができる職員の能力開発を実施
【事業内容】

　 　①階層別研修　
　・各階層別に実施する研修
　②特別研修
　・政策形成、法制執務能力など戦略的、応用
　　型研修の実施
　

 職員派遣研修事業 6,365 ○先進的な行政知識や手法の習得への取り組み 6,365 ○要求概要のとおり ○要求どおり 総 務 部
　を実施 ［人事課］

【事業内容】
　①自治大学校等派遣
　②大学院派遣

新規  総力結集しまね再生 150,000 ○地域が生き残りをかけて主体的に実施する、 150,000 ○要求概要のとおり ○要求どおり 地域振興部
 事業 　地域資源を活用した産業振興やコミュニティ ［地域政策課］

　の活性化など、住民意見も反映した市町村の
　取組を支援
【事業内容】
　・補助対象　　原則としてソフト事業
　・補 助 率　　１／２
　・標準補助額 ５百万円～１０百万円
　・事業期間　　原則２年間

　
新規 22,000 ○県内の企業、団体、学生グループ等から公共 30,000 ○住民グループ、ＮＰＯ、企業など多様な主体 ○協働を進める観点から、環境生活部要求 地域振興部

　性、公益性、地域貢献性が認められる実践提 〔再掲〕 から地域貢献・社会貢献につながる提案を求 の「地域の知恵袋活用事業」と事業統合 ［地域政策課］

　案を募り、全県に波及するモデル性のある活 め、共通認識に基づく協働事業を実施 のうえ「Ⅳ：県民との協働による島根づ
　動について支援 【事業内容】 　くり事業」として再構築
【事業内容】 ・提 案 者：住民グループ、ＮＰＯ、企業等
　・対象：民間企業、団体、学生グループ ・募集内容：提案者自らが実践する事業で全
　・支援内容：委託又は補助 　　　　　　県へ波及するモデル性のあるも
　・助成限度額：１，０００千円程度 　　　　　　の

　・支援内容：提案事業を委託又は補助
　・想定事業費：1,000～2,000万円程度
　・事業期間：Ｈ１７～Ｈ１９

新規  しまね田舎ツーリズ 10,000 ○農山漁村住民と都市住民との交流を促進し、 8,800 ○要求概要のとおり ○事業費精査 地域振興部
 ム推進事業 　交流型産業の振興を図るため、地域資源を活 ［地域政策課］

　用した農山漁村民泊など島根式ツ－リズムの
　定着を促進
【事業内容】
　・地域での取り組みを誘導する座談会の開催
　・農林漁村民泊実施者の水準維持のための研
　　修等の実施
　・地域での活動の掘り起こし
　・地域で核となるリーダーの養成
　・住民先進地視察の経費の一部を助成
　・各種ツーリズム実施者のホームページ等広
　　報手段作成支援
　・都市住民を対象としたモニターツアーへの
　　助成

 合併市町村支援交付 2,500,000 ○合併特例法の適用を受けて合併した市町村に 3,000,000 ○要求概要のとおり ○合併の進捗動向を勘案し、２町分を追 地域振興部
 金 　対し、市町村建設計画に定められた事業の実 　加計上 ［市町村課］

　施等を支援
【交付額】 【交付額】
　・２．５億円×１０市町村分 　・２．５億円×１２市町村分

 市町村合併支援資金 1,200,000 ○合併に取り組む市町村が、電算事務の統合等 1,200,000 ○要求概要のとおり ○要求どおり 地域振興部
 ［市町村振興資金 　の合併までに完了する必要のある事業を実施 ［市町村課］

　 特別会計］ 　する場合に無利子資金を貸付
【対象市町村】
　法定合併協議会設置市町村等
【対象事業】
　電算システムの統合等
　（合併特例事業債の対象とならないもの）

 地域づくり協働推進
 事業

行財政


